
 

製造業社のほぼ半数

（46%）は、セキュリティ

修正のために上流のOSS
プロジェクトに受動的

に依存しています。 

OSSプロジェクトに積極的

に関与している組織は、

受動的なOSSユーザーと比

較して、オープンソー
ス プロジェクトのセキ
ュリティ実践を約2倍高
く評価しています。 

スチュワードの74%
は、セキュリティ ポ
リシーを定めて、サイ

バーセキュリティの問

題に取り込み、報告し

ています。 

SBOMを作成してい

るスチュワードは

32%に過ぎません

が、59%は自動依
存関係追跡を使
用しています。 

非営利のOSS開発を

行う開発者のうち、17%が

自分の貢献にCRAが適用さ

れると誤って認識してお

り、59%が影響を受けるか

どうか分からないと回答

しています。 

CRAは平均6%の価格上昇
を促進すると予想されて

いますが、製造業者の53%

はまだ価格への影響を評

価しています。 

製造業者にとって最大の

懸念事項は、法的な複
雑さと、サプライヤー

やOSSプロジェクトから

のコンポーネントの安
全性確保です。 

スチュワードの62%は、迅

速にインシデント対応する

ための専任の人員やリソ
ースが不足しています。 

経済的支援（50%）、法
的指導（47%）、および

技術リソース（44%）

は、スチュワードのCRA

要件を満たすために最も

必要です。 

   
 

 

 

 

CRAの全体的な認識
度は低く、62%がCRA

について「まったく

認識してない」また

は「ほんの少し認識

している」と回答し

ています。 

51%がCRAの期限につい
て不確かであり、全面

遵守の目標年が2027年で

あることを正しく認識し

ていたのは、わずか28%

でした。 

システム インテグレ
ーター、コンサルタ
ント、および学術関
係者は、CRAによって

割り当てられた役割や

責任に完全には適合し

ません。 

※CRA：Cyber Resilience Act（サイバー レジリエンス法） 
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